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Ａ．研究目的 
 本研究では、安全衛生に配慮したテレワークを
社会で推進することを目的に、3 つの課題を設定
している。 
課題①：テレワークの状況（頻度、作業環境、事
業者の安全衛生管理状況等）の把握 
課題②：テレワークの健康影響（身体活動量の低
下、筋力低下、関節の不調等）の解明 

課題③：安全衛生に配慮したテレワークの具体的
介入策の検討と好事例の収集 

本研究班では、課題③の身体活動促進に着目し
た検討を進めており、2022 年度は、研究分担者ら
が先行して実施した以下の 3 つの研究課題につい
て報告し、2023 年度に予定している介入研究のプ
ロトコルについて議論した。 
Ⅰ．オフィス労働者を対象としたフォーカスグル

研究要旨： 

本研究は、安全衛生に配慮したテレワークを社会で推進することを目的に、3 つの課題を設定してい

る。本研究班では、3 つ目の課題にあたる「安全衛生に配慮したテレワークの具体的介入策の検討と好

事例の収集」の身体活動促進に着目した検討を進めている。具体的な研究成果は下記の通りである。 

Ⅰ．オフィス労働者を対象としたフォーカスグループインタビュー：オフィス労働者 7 人を対象に、

2020 年 6 月にフォーカスグループインタビューを実施し、その成果を論文で発表した（Kim et al., 

2022a）。研究対象者に、身体活動の重要性および身体活動プロモーション現状の認識、身体活動プロモ

ーションの有用な要素・ニーズ・実施可能性・障壁について自由に語ってもらい、社会生態学モデルと 

COM-B モデルを統合した理論モデルに沿って分析した。その結果、オフィス労働者は座っている時

間が長く、職場や自宅周辺の環境からの影響も受けることが分かった。また、労働者の幅広いニーズに

対応できるプログラムが必要であり、特に、職場環境の改善が必要であることが示された。 

Ⅱ．オフィス労働者を対象とした予備的単群介入試験：オフィス労働者を対象に、2021 年 1 月～3 月

に、個人戦略、社会文化的環境戦略、物理的環境戦略、組織戦略によって構成される身体活動促進プロ

グラムを提供し、活動量計による身体活動量を評価し、その成果を論文で発表した（Kim et al., 2022b）。

解析対象者は 50 人であった。身体活動量を分析した結果、1 日あたりの中・高強度身体活動および歩

数が増加し、リモート勤務日の身体活動量も増加したことが確認された。 

Ⅲ．リモートワーカーを対象とした予備的ランダム化比較試験：リモートワーカーを対象に、2022 年

1 月～3 月に、個人単位で介入群と対照群に割り付けるランダム化比較試験をおこなった。介入群には、

個人戦略、社会文化的環境戦略、組織戦略によって構成される身体活動促進プログラムを提供し、対照

群には、ポスター提供のみをおこなった。明らかな群間差は認められず、介入後の調査から、リモート

ワークであってもコンタミネーションが生じることが示唆された。現在、論文投稿中である。 
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ープインタビュー 
Ⅱ．オフィス労働者を対象とした予備的単群介入
試験 
Ⅲ．リモートワーカーを対象とした予備的ランダ
ム化比較試験 
 
Ｂ．研究方法 
Ⅰ．オフィス労働者を対象としたフォーカスグル
ープインタビューでは、オフィス労働者 7 人を対
象に、2020 年 6 月にフォーカスグループインタ
ビューを実施し、その成果を論文で発表した（Kim 
et al., 2022a）。研究対象者には、身体活動の重要
性および身体活動プロモーション現状の認識、身
体活動プロモーションの有用な要素・ニーズ・実
施可能性・障壁について自由に語ってもらい、社
会生態学モデルと COM-B モデルを統合した理
論モデル（van Kasteren et al., 2020）に沿って分
析した。本研究課題については、筑波大学体育系
研究倫理委員会の承認を得た（体 019-137）。 
Ⅱ．オフィス労働者を対象とした予備的単群介入
試験では、研究協力企業に勤める 274 人のオフィ
ス労働者を対象に、研究参加者を募集した。64 人
が 8 週間の試験に参加したが、解析対象者となっ
たのは、客観的な身体活動量評価が可能であった
50 人であった。介入は、2021 年 1 月～3 月に実
施され、個人戦略、社会文化的環境戦略、物理的
環境戦略、組織戦略によって構成される身体活動
促進プログラムを提供した。本研究課題について
は、筑波大学体育系研究倫理委員会の承認を得た
（体 020-149）。 
Ⅲ．リモートワーカーを対象とした予備的ランダ
ム化比較試験では、リモートワーカーを対象に、
2022 年 1 月～3 月に、個人単位で介入群と対照群
に割り付ける 8 週間のランダム化比較試験をおこ
なった。介入群には、個人戦略、社会文化的環境
戦略、組織戦略によって構成される身体活動促進
プログラムを提供し、対照群には、ポスター提供
のみをおこなった。本研究課題については、筑波

大学体育系研究倫理委員会の承認を得た（体 021-
188）。 
 
Ｃ．研究結果 
Ⅰ．オフィス労働者を対象としたフォーカスグル
ープインタビューでは、オフィス労働者は座って
いる時間が長く、職場や自宅周辺の環境からの影
響も受けることが分かった。また、労働者の幅広
いニーズに対応できるプログラムが必要であり、
特に、職場環境の改善が必要であることが示され
た。研究成果は論文で発表した（Kim et al., 2022a）。 
Ⅱ．オフィス労働者を対象とした予備的単群介入
試験では、解析対象者は 50 人の身体活動量を分
析した結果、1 日あたりの中・高強度身体活動お
よび歩数が増加し、リモート勤務日の身体活動量
も増加したことが確認された。研究成果は論文で
発表した（Kim et al., 2022b）。 
Ⅲ．リモートワーカーを対象とした予備的ランダ
ム化比較試験では、明らかな群間差は認められな
かった。介入後の調査から、介入群しか知り得な
い介入内容を、対照群の一部の参加者が認識して
おり、リモートワークであってもコンタミネーシ
ョンが生じることが示唆された。現在、論文投稿
中である。 

 
Ｄ．考察 
 これまでの研究成果から、個人戦略、社会文化
的環境戦略、物理的環境戦略、組織戦略によって
構成される包括的・多要素の身体活動促進プログ
ラムの実施可能性および有効性が示唆された。し
かしながら、テレワーク環境下にあるリモートワ
ーカーでは、オフィスへの通勤が生じないことか
ら、通勤に伴う身体活動量の増加が見込めず、ま
た、オフィス内における物理的環境戦略が取れな
いことは明白である。そのため、リモートワーカ
ーに特化した介入プログラムを開発する必要が
ある。 

また、リモートワーカーを対象に、個人単位で
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介入群と対照群に割り付けるランダム化比較試
験を実施した結果、リモートワーカー同士であっ
てもコンタミネーションが生じており、個人単位
での割付では、介入効果の検証は難しいことが示
唆された。しかしながら、裏を返せば、テレワー
ク環境下においても、労働者同士の情報の伝播は
起こり得ることになり、環境戦略、組織戦略が機
能することが期待される。 

今後は、包括的・多要素の介入プログラムの開
発を進め、職場単位で介入群と対照群に割り付け
る、クラスターランダム化比較試験を計画する。 
 
Ｅ．結論 

研究分担者らが先行して実施した 3 つの研究課
題の結果を踏まえた議論の結果、2023 年度には、
職場単位で介入群と対照群に割り付け、身体活動
量を高めるための包括的・多要素アプローチの効
果を検証する、クラスターランダム化比較試験を
計画する。 
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